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検討


この事例の解決方法に関しては、以下のような構成が考えられる。
A) 719条の共同不法行為の成立を認めるが、寄与度に応じて減責を行う説。
この説によれば、各加害者の事件への寄与度を算定し、その範囲で賠償責任を負わせることになる。本件において高裁はこの説をとっている。
4ページを開いてください。先ほども説明しましたが、寄与度によって責任の分割を行うことになります。
B) 共同不法行為の成立を認めたうえで、加害者に全額の連帯債務を負わせる説。
この説では、719条の文言に反してまで連帯債務を免除して責任を分別する理由がないとし、各加害者に全額の連帯債務を負わせるとしています。

本件において最高裁はこの立場をとる。
5ページにある図のように、各加害者が連帯債務を負うことになります。

C) この説は上の二つの説とは異なり、共同不法行為の問題とは考えず、複数の不法行為が競合しているとして、709条によって解決を図ろうとする説。
この説によれば、各加害者の行為は別個独立の不法行為となるため、各人はその限りで賠償責任を負うことになる。
ここでいう、「その限りで」というのは不法行為が成立する限りでという意味になります。つまり、損害の全範囲に不法行為が成立する場合には全額の賠償責任を負うこともあります。

A説については、寄与度による分割をすることによって、各加害者が負うべき責任の限度を明らかにしており、他の加害者の責任についてまで負担しなくてよいことになる。この結果は、個人の責任の分だけ賠償すればよいということなので、個人責任という観点から考えると妥当な結果であると考えられます。

しかし、719条の共同不法行為を成立させているのにも関わらず、責任の分割を行って連帯債務を認めないのは、共同不法行為という規定の意味がなくなり、被害者救済という719条の趣旨に反するのではないのだろうかという問題がある。

B説は、共同不法行為の成立を認め、加害者に全額の賠償義務を課す。しかし、本件交通事故と医療過誤は、加害者間の意思疎通がなく、各行為の間に時間的差があり、さらには行為類型が全く異なっている。このような、社会的に一体と評価することができない二つの行為を「共同不法行為」と認めてよいのだろうか。その点は大いに疑問である。

よって、A説、B説を妥当とすることはできないと考えます。













































A説・B説の検討
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